
 

 

 

 

 

 

   第３次糸魚川市空家等対策計画(案) 

（令和９年度～令和 13 年度） 

 

 
素 案 

 

 

  

 糸魚川市 

建設産業常任委員会提出資料 

令和８年 10 月 19 日 都市建設課 №３ 



 

 

  

 

 
 

第１章 計画の基本事項   

１ 計画策定の背景と目的  ・・・  １ 

２ 空家等の定義  ・・・  １ 

３ 計画の対象地区  ・・・  2 

４ 計画の期間  ・・・  2 

５ 計画の位置付け  ・・・  2 

 

第２章 空家等の現状と課題     

１ 全国及び新潟県の状況  ・・・  3 

２ 糸魚川市の状況  ・・・  4 

⑴ 住宅・土地統計調査  ・・・  4 

⑵ 糸魚川市空き家実態調査  ・・・  5 

⑶ 空き家バンクの取組状況  ・・・   6 

⑷ 管理不全空家等・特定空家等への対応状況  ・・・   7 

ア 管理不全空家等への対応件数  ・・・   7 

イ 特定空家等の認定状況  ・・・   7 

３ 空家等対策の課題  ・・・   8 

⑴ 人口減少や核家族化の進行に伴う空家等の増加 ・・・   8 

⑵ 所有者等の管理意識の希薄化  ・・・   8 

⑶ 所有者等が不明・不存在  ・・・   8 

⑷ 空家等の利活用及び流通の促進  ・・・   8 

⑸ セカンドハウス・別荘利用者と地域の共生  ・・・   8 

⑹ 都市のスポンジ化への対応  ・・・   8 

⑺ 土砂災害等の被害拡大の抑制  ・・・   9 

 

第３章 基本方針     

１ 基本的な考え方  ・・・  10 

⑴ 所有者等による管理の原則  ・・・  10 

⑵  公共的な観点からの市の取組  ・・・  10 

２ 空家等の対策の基本方針  ・・・  10 

⑴ 空家等の相談支援・発生の抑制 ・・・  10 

⑵ 空家等の利活用・適切な管理の促進  ・・・  10 

⑶ 管理不全空家等・特定空家等の解消    

 

目 次 



第４章 具体的な施策     

１ 空家等の相談支援・発生の抑制 ・・・  12 

⑴ 相談・支援体制の充実  ・・・  12 

ア ワンストップ相談窓口の整備  ・・・  12 

イ 庁内関係各課及び関係機関等との連携  ・・・  12 

⑵ 所有者の意識啓発  ・・・  12 

ア ウェブサイトや広報紙等による周知  ・・・  12 

イ セミナーや出前講座等の実施  ・・・  12 

⑶ 管理者等の意識醸成  ・・・  12 

２ 空家等の利活用・適切な管理の促進  ・・・  12 

⑴ 空家等の利活用の促進  ・・・  12 

ア 所有者等に対する利活用の啓発  ・・・  12 

イ 関係団体等との連携  ・・・  12 

ウ 利活用に係る補助制度の充実  ・・・  13 

⑵ 空家等の適切な管理の促進  ・・・  13 

ア 適切な管理の促進  ・・・  13 

イ 適正管理に関する情報提供  ・・・  13 

⑶ 地域と利用者との共生  ・・・  13 

⑷ 居住誘導等による都市のスポンジ化の抑制  ・・・  13 

３ 管理不全空家等・特定空家等の解消  ・・・  13 

⑴ 管理不全空家等・特定空家等への対応  ・・・  13 

⑵ 所有者等が不明又は不存在の空家等への対応  ・・・  14 

⑶ 災害時の安全確保  ・・・  14 

⑷ その他関係法令等に基づく措置  ・・・  14 

 

 

第５章 対策の実施体制     

１ 連携体制の整備  ・・・  17 

⑴ 市民等からの情報提供への対応  ・・・  17 

ア 庁内関係各課の連携体制の整備  ・・・  17 

イ 必要な調査等  ・・・  17 

ウ 管理不全空家等及び特定空家等の認定について  ・・・  17 

⑵ 地域及び関係団体との連携  ・・・  17 

⑶ 発災時における空家等情報の共有  ・・・  17 

２ 計画の検証と見直し  ・・・ 17 

 

 

 

 



 

 

資料編    

1 糸魚川市の人口の状況  ・・・  18 

2 居住中家屋の状況  ・・・  19 

３ 市民アンケート結果  ・・・  19 

４ 空き家実態調査の内容及び住宅の不良度判定調査票  ・・・  20 

 Ａ 空き家実態調査 住宅の不良度判定調査票  ・・・  21 

 Ｂ その他家屋以外の不良度判定調査票  ・・・  22 

５ 空家等に関する市・国の制度  ・・・  23 

６ 糸魚川市空き家等対策協議会委員名簿  ・・・  24 

７ 糸魚川市空き家等対策庁内委員会委員名簿  ・・・  25 

８ 計画策定の経緯  ・・・  26 

９ 関係法令  ・・・  27 

⑴ 空家等対策の推進に関する特別措置法  ・・・  27 

⑵ 

 

｢特定空家等に対する措置｣に関する適切な実施を図る  

ために必要な指針（ガイドライン）について  

・・・  

 

36 

 

⑶ 糸魚川市空き家等対策協議会条例  ・・・  43 

⑷ 糸魚川市空き家等対策協議会運営要綱  ・・・  44 

10 その他の関係法令  ・・・  46 

 



- 1 - 

 

 

 

第1章 計画の基本事項 
 

１ 計画策定の背景と目的 

 

本市では、空家等対策の推進に関する特別措置法（以下「空家法」という。）に基づき、平成28年 

3月に「第1次糸魚川市空家等対策計画」を策定しました。その後、令和3年度に改定した「第2次糸 

魚川市空家等対策計画」に基づいて、空家等の発生の抑制、適切な管理、利活用及び除却に取り 

組んできました。 

一方、人口減少、少子高齢化及び核家族化の進行等を背景として、全国的に空家等が増加して 

います。こうした状況を踏まえ、国は令和5年に空家法を改正し、空家等の発生抑制、早期の活用及 

び適切な管理を重視する方針を追加しました。 

これを受け、本市においても、適切に管理されていない空家等の増加が課題となっていることか 

ら、これまでの取組を検証するとともに、今後必要となる施策を総合的かつ計画的に推進するため、 

本計画を策定します。 

本計画に基づき、市、市民、空家等の所有者等、地域、関係団体及び事業者がそれぞれの役割を 

担い、相互に連携することにより、良好な生活環境の確保、安全・安心なまちづくり及び地域の活性 

化を目指します。 
 
 

【経過】 

平成26年 １ １月 空家法公布 

平成27年 2月 空家法施行 

平成28年 ３月 第１次糸魚川市空家等対策計画策定 

令和  ３年 ３月 第２次糸魚川市空家等対策計画策定 

令和  ５年 ６月 改正空家法公布 

令和  ５年 １２月 改正空家法(※)施行 

 

 

 

 

 

 

 

 
   
 

2 空家等の定義 

 

本計画において「空家等」とは、空家法第２条第１項に規定する「空家等」をいいます。 

ただし、本計画では、空家等の発生を抑制する観点から、現在使用されている住宅等について 

も、相続、維持管理、利活用及び処分等に関する啓発・相談の対象とします。 

また、本計画において「特定空家等」とは、空家法第２条第２項に規定する「特定空家等」を、「管 

理不全空家等」とは、第13条第1項に規定する「管理不全空家等」を示します。 

なお、本計画において「空き家」の表記は、空家法に合わせ「空家」と統一して表記します。 

（※）改正空家法では、空家等の活用促進を図るとともに、適切な管理が行われて

いない「管理不全空家等」について、所有者等に対する指導・勧告の制度を新設

するなど、空家等の適切な管理を促進するための措置が強化されました。 

また、「空家等管理活用支援法人」の指定制度を創設し、空家等の管理・活用

に関する所有者等への相談対応や情報提供などを通じて、民間団体等との連携

を促進することとしました。 
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【空家等（空家法第2条第1項）】 

建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされていないことが常態であ 

るもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）をいう。ただし、国又は地方公共団 

体が所有し、又は管理するものを除く。 
 

【特定空家等（空家法第２条第２項）】 

そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態、又は著しく衛生上有害 

となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態、 

その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあると認められる 

空家等をいう。 
 

【管理不全空家等（空家法第13条第1項）】 

そのまま放置すれば特定空家等に該当することとなるおそれのある状態にあると認められる空家

等  

  

3 計画の対象地区 

 

本計画が対象とする地域は糸魚川市全域とします。 

 

4 計画の期間 
 

本計画の計画期間は、令和9年度から令和13年度までの5年間とします。なお、計画期間中にお 

いても、施策の実施状況や効果、空家等の状況、法令・制度及び社会情勢の変化等を踏まえ、必要 

に応じて計画の見直しを行います。 

 

5 計画の位置付け 

 

本計画は、空家法第7条に規定する「空家等対策計画」です。 

「第４次糸魚川市総合計画」を上位計画とし、同計画との整合を図りながら、本市における空家 

等対策の基本的な考え方、方針及び具体的な施策を示すものです。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

空家等対策の推進に関する 

特別措置法 

空家等に関する施策を総合的かつ計

画的に実施するための基本的な指針 

 
第 4 次糸魚川市総合計画 

（基本計画） 

 

第 5 章第 2 節第 4 項 

快適な住環境の確保 

第３次糸魚川市空家等対策計画 
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第２章 空家等の現状と課題 
 

１ 全国及び新潟県の状況  

 

全国の空家総数は、住宅・土地統計調査※によると、令和5年には900万件となってい 

ます。また、総住宅数に占める空家の割合を示す空家率も上昇傾向にあり、令和5年に

は13.8パーセントとなっています。  

   新潟県においても同様の傾向が見られ、令和５年の空家率は、15.3パーセントで全

国を上回って推移しています。 

 
                     

 

                         

 

  

 

 

 

 

    

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【全国の総住宅数、空家数及び空家率の推移】 

出典：「住宅・土地統計調査結果」（総務省統計局）  

（万件）  

【新潟県の総住宅数、空家数及び空家率の推移】 

出典：「住宅・土地統計調査結果」（総務省統計局）  

（件）  

※  住宅・土地統計調査は、５年ごとに国が行う調査で、全国から抽出された調査区の建物を外

観調査し、空家等の判断をします。調査結果の全数を推計し、集計することで、住宅とそこに

居住する世帯の居住状況などの実態を把握し、その現状と推移を明らかにする調査です。  
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 ２ 糸魚川市の状況 

 
  ⑴ 住宅・土地統計調査  

糸魚川市の空家総数は、令和５年には3,970件、空家率は20.3パーセントで、全国  

及び新潟県の空家率を大幅に上回っています。  

【糸魚川市の総住宅数、空家数及び空家率の推移】 

【糸魚川市の総住宅数、空家数及び空家率の推移】 

出典：「住宅・土地統計調査結果」（総務省統計局）  

出典：「住宅・土地統計調査結果」（総務省統計局）  



- 5 - 

 

⑵ 糸魚川市空き家実態調査 
 

【調査の目的と概要】 

   本調査は、市内において適切な管理が行われていない空家等の状況を調査し、実態 

に即した対応及び対策を講じることを目的に実施しました。 

調査にあたっては、令和2年度調査結果及び令和６年度事前調査結果を基に、対象 

物件を抽出し、外観目視による現地調査を行いました。 

調査結果については空家等管理データベースとして整理しました。 

【実施時期】   令和７年６月２６日から令和８年２月２５日まで 

【調査結果】 

調査対象1,045件のうち、「良好」236件及び「不良度低」366件を合わせた602 

件は全体の57.6％を占めています。これらは、現状のまま利用可能又は一定の修繕  

により利用できる可能性がある空家等であり、所有者等へ利活用を促します。 

一方、「不良度高」及び「特定空家相当」の合計は342件であり、老朽化の進行や  

周辺環境への影響を踏まえ、所有者等への適切な管理又は除却を促進する必要があ 

ります。 

なお、調査上「良好」又は「不良度低」と判定された空家のうち、空家情報提供制度

（以下「空き家バンク」という。）に登録されている物件は１６件にとどまっています（令

和8年8月末現在）。 

 

【令和７年度糸魚川市空き家実態調査の判定件数】                （単位：件）  

                             

 

 

 

不良度区分 能 生 糸魚川 青 海 合 計 

良好 
(現状で利用可能) 

55 133 48 236 

不良度低 
（修繕の上、利用可能）  

89 192 85 366 

不良度高 
（老朽化しており、大規模な修繕が必要）  

62 137 50 249 

特定空家相当 
（保安上危険又は衛生上有害の  

おそれがある状態）  
40 38 15 93 

小  計 246 500 198 944 

そ 

の

他 

活用済 15 23 9 47 

更 地 13 23 9 45 

瓦 礫 3 6 0 9 

小  計 31 52 18 101 

合  計 277 552 216 1,045 

※「特定空家相当」は、実態調査における判定区分であり、空家法に基づく「特定空家等」

の認定を意味するものではありません。  

※調査方法等は、資料編 19 ページを参照。  
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⑶ 空き家バンクの取組状況 
 

（単位：件） 

年度 登録数 うち、新規 成約数 
うち、市外  

契約者 
うち、居住地  

が海外 

R５ 108 46 38 （17）  （2）  

R６  71 55 41 （22）  （2）  

R７  91 69 45 （27）  （6）  

R８（８月末） 102 38 26 （15）  （6）  
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⑷ 管理不全空家等・特定空家等への対応状況 
 

ア 管理不全空家への対応件数   

市では、空家等に関する相談や情報提供を受けた場合、現地確認、所有者等の調査及び 

所有者等への連絡等を行い、適切な管理を促しています。  

近年の対応状況は、次のとおりです。    

                      （単位：件）  

対  応 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 
R８年度 

（８月末現在） 

相  談 73 88 56 57 29 

現場確認 57 61 45 45 22 

所有者調査 39 34 28 24 13 

所有者への連絡  55 82 48 41 12 

その他 418 339 － － － 

合計 224 265 177 167 76 

 

イ 特定空家等の認定状況   

  特定空家等に認定した空家等についても、所有者等による自主的な改善を基本とし、  

助言・指導等を行います。それでも改善が図られない場合には、周辺への危険性、被害

の切迫性、公益性等を踏まえ、法令に基づく必要な措置を検討します。 

これまでの認定及び対応状況は、次のとおりです。   

  

年 度 認定件数 対    応 金    額 

Ｒ２ ２件 
略式代執行１件 

相続人による除却１件 
1,912 千円 

Ｒ３ ２件 行政代執行１件・略式代執行１件  2,581 千円、2,640 千円 

Ｒ４ －   －   －  

Ｒ５ １件   －   －  

Ｒ６ １件   －   －  

Ｒ７ ２件 行政代執行１件・略式代執行１件  3,769 千円、2,983 千円 

Ｒ８ 1 件 （予定）略式代執行１件 5,500 千円 

 

※管理不全空家等認定 認定実績なし 
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３ 空家等対策の課題 
 
 

⑴ 人口減少や核家族化の進行に伴う空家等の増加 

人口減少や核家族化の進行に伴い、今後も空家等の増加が見込まれます。  

空家等の発生を未然に防ぐためには、将来、空家等となる可能性がある住宅等につ

いて、居住中の段階から、相続、維持管理、利活用及び処分等について、所有者や家

族等で考える機会を設けることが重要です。  

一方、住まいの将来や相続に関する問題は、個人の事情や家族関係にも深く関わる

ことから、行政や地域が適切に関与するためのきっかけづくりや必要な情報提供・支援

のあり方が課題となっています。  

 

 

⑵ 所有者等の管理意識の希薄化 

所有者等が空家等の利活用や除却等を検討する際、必要な知識や情報が不足して

いることから、具体的な対応に至らない場合があります。また、管理意識の不足等によ

り、適切な管理が行われていない空家等も生じています。  

空家等が防犯、衛生、景観その他の面で周辺の生活環境に影響を及ぼしている場合

には、所有者等を調査・把握し、適切な管理を促しますが、働きかけを行っても改善が

図られない場合があることから、こうした空家等への対応が課題となっています。  

 

 

⑶ 所有者等が不明・不存在 

 空家等になってから長期間が経過することで相続関係が複雑化し、所有者や管理者

の特定が困難となる場合があります。  

 また、すでに所有者等の所在不明、死亡又は法定相続人全員の相続放棄により、適

切に管理するものが不存在になった空家等もあります。  

 

 

⑷ 空家等の利活用及び流通の促進 

令和7年度に実施した空き家実態調査において、「良好」又は「不良度低」と判定され

た空家等のうち、空き家バンクへの登録物件は16件にとどまっています。 

このことから、利活用が可能な空家等が空家バンクへの登録や市場での流通が十分

に進んでいない状況がうかがえます。  

 

 

⑸ セカンドハウス・別荘利用者と地域の共生  

空家等をセカンドハウスや別荘として利用する場合、利用者が地域の生活習慣やル

ールを理解し、地域や近隣住民と良好な関係を築いていくことが課題となります。  

 

⑹ 都市のスポンジ化への対応 

住宅が密集し、十分な道路が整備されていない古くからの市街地等では、狭小敷地

や未接道敷地であることを理由に建替えや再建築が困難となり、空家等の老朽化が進

む場合があります。  
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また、小規模な敷地単位で低未利用土地が散発的に発生する「都市のスポンジ化」

が進行すると、治安や景観の悪化、地域の魅力の低下及び生活環境への影響につなが

ることが懸念されます。  

 

⑺ 土砂災害等の被害拡大の抑制 

市内には、土砂災害警戒区域が800か所指定されており、特別警戒区域内（525か

所）にも多くの住民が生活しています。  

災害が発生した場合、適切に管理されていない空家等が被災することで、周辺への

被害を拡大させるおそれがあります。  

また、空家等が避難経路上に倒壊した場合には、避難や救助活動の妨げとなり、地

域の孤立につながるおそれもあります。  

 

 

  

 

 

         

 
 

【略式代執行事例】          除却前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
除却

後 

 

 

【行政代執行事例】          除却前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
                      除却後 
 

 

 

 

【参考】 代執行事例（R７実施） 

【行政代執行】 

【略式代執行】 

除却後  

除却前  

除却前  

除却後  



- 10 - 

 

 

第３章 基本方針 
 

本章では、第2章で整理した空家等の現状及び課題を踏まえ、空家等の発生段階、管理状態

及び周辺環境への影響等に応じた対策を総合的に推進します。 

１ 基本的な考え方 

 

⑴ 所有者等による管理の原則 

空家等の管理は、所有者等が自らの責任において、適切に行うことが原則です。 

「空家法」第3条においては、空家等の所有者等は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよ

う、空家等の適切な管理に努めるものとすると規定されており、空家等の管理責任は、第一義的

には所有者等にあります。 

また、空家等を原因として第三者に損害が生じた場合など、民事上の問題については、関係す

る当事者間で解決を図ることが基本となります。 
 

⑵ 公共的な観点からの市の取組 

一方、所有者等が不明である場合や、所有者等により適切に管理されず、周辺の生活環境に

悪影響を及ぼしている場合には、市による対応が必要となることがあります。このような場合に

は、空家法その他関係法令に基づき、関係機関と連携しながら、必要な措置を適切に講じます。 

特に、通学路、避難経路、幹線道路及び公共施設等に面する空家等や、住宅が密集する地域

に所在し、周辺の生活環境に影響を及ぼすおそれがある空家等については、優先的に適切な管

理の促進します。 
 

 

２ 空家等の対策の基本方針 
 

以上の基本的な考え方のもと、次の3つを基本方針として、各施策を推進します。 

なお、各施策を進めるための基盤となる横断的な取組として、「空家等の情報収集・把握及び

関係者との連携」を位置付けます。 
 

 

⑴ 空家等の相談支援・発生の抑制 

将来、空家等となる可能性がある住宅等について、居住中の段階から、相続、維持管理、利活

用及び処分等について考える機会を設けます。 

また、所有者等や居住者が空家等に関する必要な情報を得られるよう、情報発信及び意識啓

発を行うとともに、相談内容に応じて適切な支援につなげる相談体制を整備します。 

 

⑵ 空家等の利活用・適切な管理の促進 

利用可能な空家等を地域の資源として活用するとともに、所有者等による適切な管理を促進

します。 

また、空き家バンクや関係団体等との連携を通じて、空家等の流通を促進し、移住・定住、地域

の活性化及び都市のスポンジ化への対応につなげます。 

 

⑶ 管理不全空家等・特定空家等の解消 

適切な管理が行われていない空家等について、所有者等による自主的な改善を促します。 

また、所有者等が不明又は不存在となっている空家等や、災害時に周辺へ危険を及ぼすおそ 

れがある空家等について、庁内関係各課及び関係機関と連携し、必要な措置を講じます 
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管理不全空家等・ 

特定空家等の解消 

⑴ 管理不全空家等・特定 
空家等への対応 

 
⑵ 所有者等が不明又は

不存在の空家等への
対応 

 
⑶ その他関係法令等に

基づく措置 
 
⑷ 災害時の安全確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

空家等の利活用・ 

適切な管理の促進 

⑴ 空家等の利活用の促進 
ア 所有者等に対する利

活用の啓発 
イ 関係団体等との連携 
ウ 利活用に係る補助制

度の充実 
 
⑵ 空家等の適切な管理の

促進 
ア 適切な管理の促進 
イ 適正管理に関する情

報提供 
 
⑶ 地域と利用者との共生 

 
⑷ 居住誘導等による都市

のスポンジ化の抑制 

空家等の相談支援・ 

発生の抑制 

⑴ 相談・支援体制の充実 
ア ワンストップ相談窓口

の整備 
イ 庁内関係各課及び関

係機関等との連携 
 
⑵ 所有者の意識啓発 
ア ウェブサイトや広報紙

等による周知 
イ セミナーや出前講座

等の実施 
 
⑶ 管理者等の意識醸成 
 

Ⅰ 

 

Ⅱ Ⅲ 

 

空家等の情報の収集・把握 

⑴  庁内関係各課との連携 

⑵  地区との連携 

⑶  関係機関、民間事業者等との連携 
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第４章 具体的な施策 
 

本章では、第3章で定めた３つの基本方針に基づき、本市が実施する具体的な施策を示します。 

施策の実施に当たっては、所有者等、地域、庁内関係各課、関係団体、事業者等がそれぞれの立場 

で役割を担い、相互に連携します。 

 

１ 空家等の相談支援・発生の抑制 

 

⑴ 相談・支援体制の充実 

ア ワンストップ相談窓口の整備 

空家等に関する相談窓口を1か所にまとめ、利活用から除却支援までワンストップで相談でき 

る窓口を整備します。 

 

   イ 庁内関係各課及び関係機関等との連携 

相談内容に応じて、適切な支援につなげるため、庁内及び外部機関との連携体制を整備しま 

す。  

 

⑵ 所有者の意識啓発 

ア ウェブサイトや広報紙等による周知 

住宅等の所有者や居住者に対し、建物を適切に維持管理することの重要性や、将来の相続、 

利活用及び除却等について、早い段階から考えることの必要性を周知・啓発します。 
 

イ セミナーや出前講座等の実施 

空き家セミナーや出前講座「住まいの終活」等を通じて、自らの住まいの将来についての検討 

を促すとともに、所有者等や家族が話し合う機会の創出を図ります。 

 

⑶ 管理者等の意識醸成 

所有者等の死亡、転居又は施設への入所等により空家等となった住宅について、相続人等が

管理責任を適切に引き継ぐことができるよう、空家等の管理責任や管理方法を周知します。 

また、相続登記の申請義務化について周知し、所有者等が不明となる空家等の発生の抑制に

努めます。 
 

２ 空家等の利活用・適切な管理の促進 
 

 
⑴ 空家等の利活用の促進 

ア 所有者等に対する利活用の啓発 

所有者等からの相談や日常的に収集する空家等に関する情報や空き家実態調査の結果を

もとに、活用可能な空家等の所有者等に対し、空き家バンクへの登録を促します。 

また、庁内関係各課において、空き家バンク及び空家等の活用について連携を図ります。 
 

イ 関係団体等との連携 

 公益社団法人新潟県宅地建物取引業協会は、空家等の所有者等や利用希望者からの相談 

窓口を設置するとともに、空家等の情報を登録し、その情報を広く発信する事業を行っていま   

す。 
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  市では、同協会などの不動産関係団体や建築、法務などの関係団体と連携・協力しながら、

所有者等の意識改革を図るとともに、空家等の活用に向けて、情報の提供や各種専門的な相

談に応じる体制の充実に取り組みます。 
 

ウ 利活用に係る補助制度の充実 

空家や空き店舗の利活用に関する補助制度の周知を行うとともに、内容の見直しや新たな

制度の検討を行い、更なる流通促進を図ります。 

 

⑵ 空家等の適切な管理の促進 

ア 適切な管理の促進 

適切な管理が行われず、周辺の生活環境に影響を及ぼすなどの問題が生じている空家等に

ついては、所有者等がその状態を把握していない場合があるため、空家等の現状を知らせると

ともに、所有者等の管理や処分、活用等に関する意向を確認します。 

その上で、空家等が管理不全空家等や特定空家等とならないよう、個々の状況に応じて必

要な改善や適切な管理を促します。 
 

イ 適正管理に関する情報提供 

所有者等による適切な管理が困難な状況にある場合は、連携協定を締結している公益社団 

法人糸魚川市シルバー人材センターや民間事業者が提供する管理サービス等の情報を提供に 

努めます 

 

⑶ 地域と利用者との共生 

空家等をセカンドハウスや別荘として利用する場合には、利用者が地域の生活習慣やルールを

理解し、地域や近隣住民と良好な関係を築けるよう、空家等の流通段階における周知等の取組を

検討します。 

 

⑷ 居住誘導等による都市のスポンジ化の抑制 

   居住誘導区域内における空家等の利活用を促進するため、支援制度及び体制を整備します。 

また、空家等の除却後の跡地を、地域の交流の場や防災・防犯対策のための空間等、地域の活

性化に資する用途に活用する取組を支援します。 

取組の実施に当たっては、国等が実施する空家等対策関連施策の活用を促進します。 

 

 

３ 管理不全空家等・特定空家等の解消 
 

 

⑴ 管理不全空家等・特定空家等への対応 

「管理不全空家等」又は「特定空家等」と認められる空家等については、庁内関係各課と連携す

るとともに、必要に応じて専門家から意見を聴取し、法令に基づき、必要な行政指導を行います。 

また、行政指導によっても改善が図られない場合は、行政代執行の実施を含め、必要な措置を

検討します。 
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⑵ 所有者等が不明又は不存在の空家等への対応 

所有者等の所在が不明である場合や、相続人が明らかでない場合等、所有者等による適切な

管理や改善が見込めない空家等については、周辺への影響、危険性及び緊急性等を踏まえ、必

要に応じて、相続財産清算人制度の活用や空家法に基づく略式代執行等の実施を検討します。 

 

⑶ 災害時の安全確保 

災害時の被害拡大を防止するため、土砂災害警戒区域等に所在する空家等の状況を把握しま

す。 

また、空家等が倒壊することにより避難経路や救助活動に支障を及ぼすおそれがある場合に

は、庁内関係各課と情報を共有し、所有者等による適切な管理又は除却を促すなど、必要な対策

を検討します。 

 

⑷ その他関係法令等に基づく措置 

管理不全空家等や特定空家等については、空家法に基づく措置に限らず、建築、消防、道路、

廃棄物、環境美化等の関係法令や本市の環境美化推進条例等に基づく措置についても、各法令

等の目的や適用要件を踏まえて総合的に検討し、必要な措置を講じます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】 国土交通省提供 周知啓発用イラスト 

既存のイラストやパンフレット等を

活用して、意識啓発や意識の醸成

を図ります。 
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【管理不全空家等に該当する空家等への措置のフロー】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

住宅用地の区分 土地の面積区分 
課税標準額 

固定資産税 都市計画税 

小規模住宅用地 住宅１戸につき 200 ㎡までの部分 評価額×1/6 評価額×1/3 

一般住宅用地 
住宅１戸につき 200 ㎡を超える部

分（家屋面積の 10 倍まで） 
評価額×1/3 評価額×２/3 

行 

政 

指 

導 

市民や地域からの 

情報提供等による把握 

現地調査等 

所有者等の調査 

情報提供・助言 

（空家法第１２条） 

指  導 

（空家法第 13 条第 1 項） 

勧  告 

（空家法第 13 条第 2 項） 

管理不全空家等 
空家等が適切な管理が行われていないことにより、 

そのまま放置すれば特定空家等に該当するおそれ 

のある状態にあると認めたもの。 

 

「管理不全空家等」認定 

令和 5 年 12 月 13 日に施行された改正空家法により、適切な管理が行われず、そのまま放置す

れば特定空家等に該当するおそれのある空家等について、市町村長は、管理不全空家等として、所

有者等に対し必要な措置を講ずるよう指導・勧告することができるようになりました。 

これは、特定空家等となる前の段階から、所有者等に適切な管理を促すために設けられた制度で

す。なお、勧告を受けた管理不全空家等の敷地については、地方税法の規定により、住宅用地に係

る固定資産税の課税標準の特例が適用されなくなる場合があります。 
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【特定空家等に該当する空家等への措置のフロー】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行 

政 

処 

分 
行 
政 

指 

導 

・そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのあるもの 

・そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのあるもの 

・適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっているもの 

・周辺の生活環境の保全のため放置されていることが不適切であるもの 

市民や地域からの 

情報提供等による把握 

現地調査等 

所有者等の調査 

情報提供・助言 

（空家法第１２条） 

助言・指導 

（空家法第２２条第 1 項） 

勧    告 

（空家法第２２条第 2 項） 

命    令 

（空家法第２２条第 3 項） 

行政代執行 

（空家法第２２条第 9 項） 

放置することが著しく公益に反する特定空家等 
・人の生命や身体、財産に多大な被害を及ぼすおそれがあるもの 

・地域住民の生活環境を著しく損なうおそれがあるもの 

・公共施設の安全な利用上著しい支障を及ぼすおそれがあるもの 

「特定空家等」認定 

過失なく措置を命ぜられるべき者を

確知することができない場合 

「特定空家等」認定 

略式代執行 

（空家法第２２条第 10 項） 

特定空家等 
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第５章 対策の実施体制 
 

本市における空家等対策を着実に推進するため、庁内関係各課、地域、関係団体及び事

業者等がそれぞれの役割を担い、相互に連携して取り組みます。  

また、計画に基づく施策の実施状況や効果を定期的に検証し、必要に応じて取組の改善

及び計画の見直しを行います。 
 

１ 連携体制の整備  

 

 ⑴ 市民等からの情報提供への対応  

  ア 庁内関係各課の連携体制の整備 

空家対策の担当部署を都市建設課とし、空家等に関する情報を一元的に把握・管理  

します。そのうえで、庁内関係各課が必要に応じて、それぞれの所管に応じた役割を円  

滑に担う体制を整備します。  
 

  イ 必要な調査等  

空家等に関する相談や情報提供に対して、当事者間での解決が困難な場合、市は、  

空家法やその他の関係法令に基づき、所有者等の把握に必要な調査を行います。  
 

  ウ 管理不全空家等及び特定空家等の認定について 

管理不全空家等及び特定空家等に該当する可能性がある空家等については、庁内 

関係各課及び糸魚川市空き家等対策協議会と協議し、認定の該当性を判断します。  
 

 ⑵ 地域及び関係団体との連携 

個々の空家等の状態や実情については、所在する地域の自治会等が日常的に把握し   

ている場合があります。このため、地域との情報共有や連携を図りながら、空家等対策

を進めます。  

また、空家等の利活用や適切な管理を進めるためには、不動産、法律、建築等に関す

る専門的な知識や経験が必要となることから、関係団体及び事業所と連携を強化すると

ともに、管理活用支援法人の指定について検討し、相談・支援体制の充実を図ります。 
 

 ⑶ 発災時における空家等情報の共有  

災害が発生した場合又は発生するおそれがある場合には、被災地区及びその周辺に  

所在する空家等の情報を、災害対策本部及び庁内関係各課と共有します。情報共有に

あたっては、災害対策基本法、その他の関係法令及び市の防災計画等に基づき、必要な

範囲で適正に取り扱います。 
 

２ 計画の検証と見直し 
 

計画策定後は、計画に基づく対策を着実に実施することが重要です。そのため、年度  

ごとに取組の実施状況や効果を検証するとともに、課題を整理し、継続的な改善を図り  

ます。また、計画期間中であっても、法令や国の制度の改正、社会情勢の変化等により

見直しが必要となった場合には、糸魚川市空き家等対策協議会の協議を経て、本計画

を見直します。 
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